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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第78期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第79期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第78期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　６月30日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　６月30日

自　平成20年
　　４月１日
至　平成21年
　　３月31日

売上高 (千円) 10,178,8829,385,67142,910,353

経常利益 (千円) 180,770 195,970 137,524

四半期(当期)純利益 (千円) 119,348 130,560 249,164

純資産額 (千円) 23,092,94823,049,94822,668,928

総資産額 (千円) 53,304,29850,934,31652,254,604

１株当たり純資産額 (円) 451.44 456.88 448.77

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 2.38 2.63 4.98

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ─ ―

自己資本比率 (％) 42.5 44.5 42.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,382,9281,898,6901,931,149

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △397,447△226,812△1,657,330

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △819,329△1,258,512△587,115

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 2,024,3401,958,2571,544,891

従業員数 (名) 927 893 898

(注)　１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

 ２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

　

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

　

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成21年６月30日現在

従業員数(名)
893
(291)

(注)　１　従業員数は就業人員であります。

 　　 ２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成21年６月30日現在

従業員数(名)
260
(9)

(注)  １　従業員数は就業人員であります。

 ２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第１四半期会計期間の平均雇用人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。なお、「第５　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報）」に記載のと

おり、当第１四半期連結会計期間より事業の種類別セグメントの区分を変更しております。このため、前

年同四半期比較については、前年同四半期実績値を変更後の区分に組み替えて行っております。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

基礎事業 4,478,511 73.6

コンクリート二次製品事業 2,787,084 83.8

合計 7,265,595 77.2

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。
２　金額は、製造原価によっております。
３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当社グループにおいては、大部分が計画生産であり受注生産は僅少であります。また、工事受注の大部

分は、販売代理店から製品の販売に付随して受注し着工までの期間が短いため、受注残高は僅少でありま

す。

　

(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

基礎事業 5,692,408 84.7

コンクリート二次製品事業 3,693,262 106.7

合計 9,385,671 92.2

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先

前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

㈱フジタ － － 1,362,337 14.5

全国情報通信資材㈱ 1,074,532 10.6 1,303,199 13.9

東京電力㈱ 1,292,195 12.7 1,165,753 12.4

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

４　前第１四半期連結会計期間の㈱フジタについては、当該割合が100分の10未満のため記載を省略しております。
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２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

　　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

　

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、昨年度後半からの急激な景気の悪化に一部下げ止

まりの兆しが見られたものの、設備投資は大幅に減少し、雇用情勢も悪化する等総じて厳しい状況で推移

しました。　

　このような状況のもと、当社グループは、販売量が落ち込むなか、製造コストの削減に努めた結果、売上

高は９３億８千５百万円（前年同四半期比７.８％減）、営業利益１億６千万円（前年同四半期比１７

４.２％増）、経常利益は１億９千５百万円（前年同四半期比８.４％増）、四半期純利益１億３千万円

（前年同四半期比９．４％増）となりました。

 

事業の種類別セグメントの概況は、次のとおりであります。 

①基礎事業

　基礎事業については、昨年度後半からの急激な景気減速による民間設備投資低迷の影響を受け、パイル

需要が大きく減少した結果、売上高は５６億９千２百万円（前年同四半期比１５.３％減）となりました

が、営業利益は２億３千８百万円（前年同四半期比１２９.７％増）となりました。

 

②コンクリート二次製品事業

　コンクリート二次製品事業については、ポール製品が概ね堅調に推移したことに加え、ＲＣセグメント

における大型物件の売上が寄与したことにより、売上高は３６億９千３百万円（前年同四半期比６.７％

増）となりましたが、営業利益は２億４千４百万円（前年同四半期比１５.２％減）となりました。

　

（注）売上高、その他の金額には消費税等は含まれておりません。 
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(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末比（以下「前期末比」といいます。）1３

億２千万円減の５０９億３千４百万円となりました。

　流動資産は前期末比１９億７千２百万円減の１８５億９千９百万円、固定資産は前期末比６億５千２百

万円増の３２３億３千４百万円となりました。

　流動資産減少の主な要因は受取手形及び売掛金、商品及び製品の減少によるものであり、固定資産増加

の主な要因は投資有価証券の増加によるものであります。

負債合計は、前期末比１７億１百万円減の２７８億８千４百万円となりました。

  流動負債は前期末比１８億３千４百万円減の１４４億８千３百万円、固定負債は前期末比１億３千２

百万円増の１３４億円となりました。

　流動負債減少の主な要因は支払手形及び買掛金、短期借入金の減少によるものであり、固定負債増加の

主な要因は長期リース債務、繰延税金負債の増加によるものであります。

純資産合計は、前期末比３億８千１百万円増の２３０億４千９百万円となりました。

主な要因は、その他有価証券評価差額金の増加によるものであります。

　以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の４２.６％から４４.５％となりました。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、１８億９千８百万円（前年同四半期は１３億８千２百万円）となり

ました。

これは主に税金等調整前四半期純利益の計上２億４千５百万円、減価償却費の計上４億４千７百万円、売

上債権の減少１１億５千万円、たな卸資産の減少１０億１千９百万円等の資金増加要因が、仕入債務の減

少９億６千３百万円等の資金減少要因を上回ったことによります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、２億２千６百万円（前年同四半期は３億９千７百万円）となりまし

た。

これは主に有形固定資産の取得による支出が３億５千３百万円あったことによります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、１２億５千８百万円（前年同四半期は８億１千９百万円）となりま

した。

これは主に、配当金の支払い額９千９百万円、短期借入金の返済９億円及び長期借入金の純返済２億３千

７百万円等の支出があったことによります。

以上の結果、当第１四半期末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ４億１千３百万

円増の１９億５千８百万円となりました。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内

容等（旧会社法施行規則第127条各号に掲げる事項）は次のとおりであります。

① 基本方針の内容

　当社は、長年にわたり築き上げてきた企業価値の源泉を有効に活用しつつ、当社の企業価値・株主共同

の利益を確保・向上させるための施策に取り組んでおります。

　しかしながら、近時においては、当社株式に対する不適切な大量買付により、当社の企業価値・株主共同

の利益が毀損される可能性が生じ得る状況となっております。とりわけ、コンクリート二次製品業界にお

ける厳しい競争の中、当社が今後も持続的に企業価値を確保・向上させていくためには、具体的取り組み

を積極的かつ継続的に実行していくことが必要です。当社の株券等の買付を行う者によりこれらが着実

に実行されるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになります。

　こうした事情に鑑み、当社取締役会は、当社株券等に対する大量買付が行われた際に、かかる大量買付に

応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提案するために必要な情報

や時間を確保すること、株主の皆様のために買付者と交渉を行うこと等を可能とすることで、当社の企業

価値ひいては株主共同の利益に反する買付行為を抑止するための枠組みが必要不可欠であると判断しま

した。

② 基本方針を実現するための取組み

　当社グループは、平成20年（2008年）5月に策定した「2008年中期経営計画」の基本方針に基づき持続

的成長に向け逐次諸施策を実施しております。

　事業環境が激しく変化する状況下において、当社グループは３つのコア事業のうち、「ポール関連事

業」「基礎事業」について高付加価値製品の開発・供給に努めるとともに、工法開発の推進や製品供給

体制の整備・強化により、顧客満足度を更に向上させ、受注力強化、シェア拡大を図っております。

　また、「土木製品事業」においては、厳しい事業環境に対応し製品の「選択と集中」を強力に推進する

とともに、それに見合った組織の再構築と営業展開により競争力の強化を図っております。これらの取り

組みによりコア事業の収益力を向上させ経営基盤を強化するとともに、新たな事業への取り組みとして

「コンクリートポール」のリサイクル事業への推進を目的に、平成20年8月に新会社を設立し平成22年の

事業開始を目指しております。

　また、当社グループの一体経営を強力に推進し、「NCブランド」の深化・浸透を図るとともに、内部統制

の整備、コンプライアンスの徹底等、引き続きコーポレート・ガバナンスの強化を推進し、すべてのス

テークホルダーとの信頼関係の維持に努めております。

　これらの取り組みは、当社グループの企業価値・株主共同の利益の向上に資するものであり、上記①の

基本方針に沿うものと考えております。
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③ 不適切な者によって支配されることを防止するための取組み

　当社は、平成19年6月28日開催の第76回定時株主総会において、当社の企業価値ひいては株主共同の利益

を確保し、向上させることを目的として、当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）の基本

方針（以下「本基本方針」といいます。）についてご承認をいただき、本基本方針に基づく具体的な対応

策（以下「本プラン」といいます。）を導入しており、その概要は次のとおりであります。

(a) 本プランの発動に係る手続きの設定

　当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させることを目的として、当社が発行者である株券等に

ついて、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付または公開買付に係る株券等の株券等所有割合

およびその特別関係者の株券等所有割合が20％以上となる買付またはこれらに類似する行為（以下、併

せて「買付等」という。）がなされたときに、買付者又は買付提案者（以下、併せて「買付者等」とい

う。）に対し、事前に当該買付等に関する情報の提供を求め、当社が、当該買付等についての情報収集、検

討等を行う期間を確保した上で、株主に当社経営陣の計画や代替案等を提示したり、買付者等との交渉等

を行っていくための手続を定めています。

(b) 新株予約権の無償割当てと独立委員会の利用

　買付者等が本プランにおいて定められた手続に従うことなく買付を行う等、買付者等による買付等が当

社の企業価値・株主共同の利益を害するおそれがあると認められる場合には、当社は、当該買付者等によ

る権利行使は認められないとの行使条件及び当社が当該買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株

予約権を取得する旨の取得条項が付された新株予約権（以下「本新株予約権」という。）を、その時点の

全ての株主に対して新株予約権無償割当ての方法（会社法第277条以降に規定される。）により割り当て

るものとしております。

なお、本新株予約権の無償割当ての実施、不実施又は取得等の判断については、当社取締役会の恣意的

判断を排するため、独立委員会規則に従い、(i)当社社外取締役、(ii)当社社外監査役又は(iii)社外の有

識者（実績ある会社経営者、官庁出身者、投資銀行業務に精通する者、弁護士、公認会計士及び学識経験者

等）で、当社経営陣から独立した者のみから構成される独立委員会（以下「独立委員会」という。）の判

断を経るとともに、株主に適時に情報開示を行うことにより透明性を確保しております。

(c) 本新株予約権の行使及び当社による本新株予約権の取得

　本プランに従って本新株予約権の無償割当てがなされた場合で、買付者等以外の株主による本新株予約

権の行使により、又は当社による本新株予約権の取得と引換えに、買付者等以外の株主に対して当社株式

が交付された場合には、当該買付者等の有する当社株式の議決権割合は、最大50％まで希釈化される可能

性があります。

④ 上記③の取組みについての取締役会の判断及びその理由

　当社取締役会は、以下の理由により本プランが本基本方針に沿い、当社の株主の共同の利益を損なうも

のでないこと、かつ、当社役員の地位の維持を目的とするものではないと判断しております。

(a) 買収防衛策に関する指針の要件を完全に充足していること

　本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年5月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保

又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上

の原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性の原則）を完全に充足しています。
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(b) 株主共同の利益の確保・向上の目的をもって決定されていること

　本プランは、上記①の基本方針の内容に記載したとおり、当社株式に対する買付等がなされた際に、当該

買付等に応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必

要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることによ

り、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって決定されるもので

す。

　(c) 株主意思を重視するものであること

　本プランは、株主総会において承認可決の決議がなされた本基本方針に基づき決定されております。ま

た、本プランの有効期間の満了前であっても、株主総会において本基本方針を廃止する旨の決議が行われ

た場合には、本基本方針は当該決議に従いその時点で変更又は廃止されることになり、この場合、本プラ

ンは、速やかに、変更後の基本方針に従うよう変更され、又は廃止されるため、本プランの消長には、株主

の皆様のご意向が反映されることとなっております。

(d) 独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

　本プランに基づき当社は、当社取締役会の恣意的判断を排除し、株主の皆様のために本プランの発動等

の運用に際しての実質的な判断を客観的に行う機関として、当社経営陣から独立性の高い社外監査役２

名及び社外の有識者１名で構成される独立委員会を設置しております。

当社株式に対して買付等がなされた場合には、独立委員会が、独立委員会規則に従い、当該買付等が当社

の企業価値・株主共同の利益を毀損するか否か等の実質的な判断を行い、当社取締役会はその判断を最

大限尊重して会社法上の機関としての決議を行うことになります。　

このように、独立委員会によって、当社取締役会が恣意的に本プランの発動等の運用を行うことのない

よう、厳しく監視するとともに、同委員会の判断の概要については株主の皆様に情報開示をすることとさ

れており、当社の企業価値・株主共同の利益に適うように本プランの透明な運営が行われる仕組みが確

保されています。

(e) 合理的な客観的発動要件の設定

　本プランは、予め定められた合理的かつ詳細な客観的要件が充足されなければ発動されないように設定

されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しております。

　(f) 第三者専門家の意見の取得

　本プランでは、買付者等が出現した場合、独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナン

シャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を含みます。）の助言を得る

ことができることとしております。これにより、独立委員会による判断の公正さ・客観性がより強く担保

される仕組みとなっています。

　(g) デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではないこと

　本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により廃止することができるも

のとされており、当社の株券等を大量に買い付けた者が、当社株主総会で取締役を指名し、かかる取締役

で構成される取締役会により、本プランを廃止することが可能です。

　従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動

を阻止できない買収防衛策）ではありません。

　また、当社は期差任期制を採用していないため、本プランはスローハンド型買収防衛策（取締役会の構

成員の交替を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でも

ありません。
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(5) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は３千６百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

　

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

　

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 180,000,000

計 180,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 51,377,43251,377,432
 東京証券取引所
 市場第一部

単元株式数は1,000株

計 51,377,43251,377,432― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年６月30日 ― 51,377,432 ― 3,658,569 ― 1,458,463

　

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握してお

りません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができませんので、直前の基準日である平成21年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成21年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式1,789,000

― ―

(相互保有株式)
普通株式   45,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

49,363,000
49,363 ―

単元未満株式
普通株式

180,432
― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 51,377,432― ―

総株主の議決権 ― 49,363 ―

(注)　「単元未満株式」欄には、当社の所有する自己保有株式及び相互保有株式が次のとおり含まれております。

　　自己保有株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　437株　

　　相互保有株式　　　　北海道コンクリート工業㈱　　　　　　468株　

　

② 【自己株式等】

平成21年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日本コンクリート工業㈱

東京都港区港南
１丁目８番27号

1,789,000― 1,789,0003.48

(相互保有株式)
北海道コンクリート工業
㈱

北海道札幌市中央区
北二条西２丁目40番地

30,000 ― 30,0000.06

(相互保有株式)
九州高圧コンクリート工
業㈱

福岡県福岡市中央区薬院
１丁目13番８号

15,000 ― 15,0000.03

計 ― 1,834,000― 1,834,0003.57

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
　４月 　５月 　６月

最高(円) 131 165 172

最低(円) 109 116 150

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連

結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及

び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財

務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月

１日から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表については、監査法人トーマツによる四半期

レビューを受け、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１

四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表につい

て、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。

  なお、監査法人トーマツは監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人

トーマツとなっております。　
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,958,257 1,544,891

受取手形及び売掛金 ※２
 8,831,964

※２
 9,982,641

商品及び製品 3,498,434 4,541,745

仕掛品 ※３
 1,286,847 1,120,753

原材料及び貯蔵品 812,279 954,143

その他 ※２
 2,251,680

※２
 2,479,029

貸倒引当金 △39,567 △50,441

流動資産合計 18,599,895 20,572,763

固定資産

有形固定資産

土地 12,975,076 12,975,076

その他（純額） ※１
 7,935,030

※１
 7,923,885

有形固定資産合計 20,910,106 20,898,961

無形固定資産

のれん 5,679 6,057

その他 157,647 139,549

無形固定資産合計 163,326 145,607

投資その他の資産

投資有価証券 7,947,219 7,373,517

その他 3,721,539 3,673,023

貸倒引当金 △407,770 △409,270

投資その他の資産合計 11,260,988 10,637,270

固定資産合計 32,334,421 31,681,840

資産合計 50,934,316 52,254,604
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(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,347,078 7,310,853

短期借入金 3,240,000 4,140,000

1年内返済予定の長期借入金 1,459,285 1,434,285

未払法人税等 15,513 66,026

引当金 ※３
 205,596 348,509

その他 3,216,369 3,018,273

流動負債合計 14,483,844 16,317,948

固定負債

社債 1,400,000 1,400,000

長期借入金 5,495,000 5,757,142

引当金 277,089 263,028

負ののれん 179,792 195,239

その他 6,048,641 5,652,316

固定負債合計 13,400,524 13,267,727

負債合計 27,884,368 29,585,675

純資産の部

株主資本

資本金 3,658,569 3,658,569

資本剰余金 1,458,463 1,458,463

利益剰余金 11,639,785 11,608,400

自己株式 △306,138 △306,024

株主資本合計 16,450,679 16,419,408

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,661,090 1,290,442

土地再評価差額金 4,535,897 4,535,897

評価・換算差額等合計 6,196,987 5,826,339

少数株主持分 402,281 423,180

純資産合計 23,049,948 22,668,928

負債純資産合計 50,934,316 52,254,604
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

売上高 10,178,882 9,385,671

売上原価 9,056,233 8,284,676

売上総利益 1,122,649 1,100,994

販売費及び一般管理費 ※
 1,064,001

※
 940,177

営業利益 58,647 160,817

営業外収益

受取利息 19,967 14,536

受取配当金 95,635 51,882

負ののれん償却額 22,219 15,446

持分法による投資利益 22,620 －

受取賃貸料 53,307 52,301

その他 32,339 19,994

営業外収益合計 246,089 154,161

営業外費用

支払利息 53,077 44,661

持分法による投資損失 － 19,630

減価償却費 25,368 17,282

退職給付会計基準変更時差異の処理額 18,617 11,483

その他 26,903 25,949

営業外費用合計 123,966 119,007

経常利益 180,770 195,970

特別利益

固定資産売却益 28,906 43,421

貸倒引当金戻入額 6,143 10,322

特別利益合計 35,050 53,744

特別損失

固定資産売却損 － 225

減損損失 32,619 －

固定資産除却損 3,723 3,903

その他 1,400 －

特別損失合計 37,742 4,128

税金等調整前四半期純利益 178,078 245,586

法人税、住民税及び事業税 67,036 8,443

法人税等調整額 △15,716 125,844

法人税等合計 51,319 134,288

少数株主利益又は少数株主損失（△） 7,410 △19,262

四半期純利益 119,348 130,560
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 178,078 245,586

減価償却費 517,396 447,197

減損損失 32,619 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 6,112 △12,373

賞与引当金の増減額（△は減少） △166,833 △145,537

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △29,517 3,270

工事損失引当金の増減額（△は減少） 5,862 △645

退職給付引当金の増減額（△は減少） 8,007 14,061

受取利息及び受取配当金 △115,602 △66,418

支払利息 53,077 44,661

持分法による投資損益（△は益） △22,620 19,630

固定資産売却損益（△は益） △28,906 △43,196

固定資産除却損 3,723 3,903

売上債権の増減額（△は増加） 1,563,935 1,150,236

たな卸資産の増減額（△は増加） △716,015 1,019,081

仕入債務の増減額（△は減少） 261,377 △963,774

その他 △39,392 202,408

小計 1,511,301 1,918,091

利息及び配当金の受取額 134,830 81,386

利息の支払額 △48,978 △41,175

法人税等の支払額 △214,224 △59,611

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,382,928 1,898,690

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 － △77

投資有価証券の売却による収入 14,610 －

有形固定資産の取得による支出 △474,831 △353,582

有形固定資産の売却による収入 32,343 71,106

無形固定資産の取得による支出 △552 △25,990

貸付けによる支出 △200 △1,000

貸付金の回収による収入 1,401 1,657

その他 29,781 81,075

投資活動によるキャッシュ・フロー △397,447 △226,812

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △100,000 △900,000

長期借入れによる収入 － 200,000

長期借入金の返済による支出 △541,703 △437,142

自己株式の取得による支出 △191 △113

配当金の支払額 △175,904 △99,238

少数株主への配当金の支払額 △1,531 △1,636

リース債務の返済による支出 － △17,879

その他 － △2,501

財務活動によるキャッシュ・フロー △819,329 △1,258,512

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 166,151 413,365

現金及び現金同等物の期首残高 1,858,188 1,544,891

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,024,340

※
 1,958,257
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日  
至　平成21年６月30日)

会計方針の変更

    工事進行基準の適用及び材工一式工事の収益認識方法の変更

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する

会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を当第１四半期連結会計期間より適用し、当第１四半期連結会計期間

に着手した工事契約から、進捗部分について成果の確実性が認められる工事（工期３ヶ月以上）については工事

進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

　この変更により、売上高は273,124千円、売上総利益、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は24,875

千円それぞれ増加しております。

　なおセグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

 

また、請負工事に使用されるコンクリート杭等の製品は、従来、工場出荷基準を適用し「製品売上高」として計

上しておりましたが、これ等の「製品販売」は工事請負契約の中の製品代金として契約され、代金の請求・回収が

一体として行われることから、「工事契約に関する会計基準」の導入に伴い、会計処理を取引の実態により適合さ

せるため、当第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、製品についても工事進行基準又は工事完成基準を

適用し、「完成工事高」に含めて計上する方法に変更いたしました。

　この変更により、売上高は251,158千円、売上総利益、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は35,149

千円それぞれ減少しております。

　なおセグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

　

【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日  
至　平成21年６月30日)

１　棚卸資産の評価方法

当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を

基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価

切下げを行う方法によっております。

２　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法に

よっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況

に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニ

ングを利用する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　該当事項はありません。

　

【追加情報】

　

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　 38,195,016千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　 37,898,303千円

※２　偶発債務

①　債権流動化による受取手形の譲渡高（3,866,019千

円）のうち遡及義務として966,504千円の支払いが保

留されており、流動資産の「その他」に含めて表示し

ております。

②　三重県がフジタ・日本土建・アイケーディー特定

建設工事共同企業体（ＪＶ）に発注し、当社が本ＪＶ

から請け負った工事名「中勢沿岸流域下水道（志登茂

川処理区）志登茂川浄化センター北系水処理施設（土

木）建設工事」において、クレーム処理が生じたため

工事が中断しております。現在、本ＪＶに生じた損失に

ついて、当社および本ＪＶの負担額に関し協議を継続

しておりますが、両者の損失負担額に関する合意書が

締結されるまで、本ＪＶ代表者である株式会社フジタ

より、同社に対する当社の他物件に係る売掛債権

（157,536千円）の支払いが留保されています。

※２　偶発債務

①　債権流動化による受取手形の譲渡高（4,598,896千

円）のうち遡及義務として997,712千円の支払いが保

留されており、流動資産の「その他」に含めて表示し

ております。

②　三重県がフジタ・日本土建・アイケーディー特定

建設工事共同企業体（ＪＶ）に発注し、当社が本ＪＶ

から請け負った工事名「中勢沿岸流域下水道（志登茂

川処理区）志登茂川浄化センター北系水処理施設（土

木）建設工事」において、クレーム処理が生じたため

工事が中断しております。現在、本ＪＶに生じた損失に

ついて、当社および本ＪＶの負担額に関し協議を継続

しておりますが、両者の損失負担額に関する合意書が

締結されるまで、本ＪＶ代表者である株式会社フジタ

より、同社に対する当社の他物件に係る売掛債権

（157,536千円）の支払いが留保されています。

※３　損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と工

事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しております。

　損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸資産の

うち、工事損失引当金に対応する額は仕掛品76,085千円

であります。

 

──────────

　

(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年６月30日)

※　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次の

とおりであります。

給料・賞与手当 333,212千円

賞与引当金繰入額 75,846

役員賞与引当金繰入額 8,572

退職給付費用 14,147

貸倒引当金繰入額 12,883

※　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次の

とおりであります。

給料・賞与手当 327,572千円

賞与引当金繰入額 62,892

役員賞与引当金繰入額 5,550

退職給付費用 13,595

貸倒引当金繰入額 410
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年６月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　 　

現金及び預金勘定 2,024,340千円

現金及び現金同等物 2,024,340千円
 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　 　

現金及び預金勘定 1,958,257千円

現金及び現金同等物 1,958,257千円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成21年６月30日)及び当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　

至　平成21年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 51,377,432

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,807,469

　

　

３　新株予約権等に関する事項

        該当事項はありません。

　

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年５月28日
取締役会

普通株式 利益剰余金 99,175 2.0 平成21年３月31日 平成21年６月11日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

　

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

  なお、ヘッジ会計が適用されるものについては、記載対象から除いております。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　

　
製品事業
(千円)

工事事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する売上高 7,968,8082,210,07310,178,882 ― 10,178,882

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

295 ― 295 (295) ―

計 7,969,1032,210,07310,179,177(295)10,178,882

営業利益又は営業損失（△） 472,757△79,680 393,077(334,429)58,647

(注)　１　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

　　　２　各区分の主な内容は、下記のとおりであります。

　　　　　製品事業・・・ポール、パイル、土木製品等のコンクリート製品の販売及び受託試験研究収入

　　　　　工事事業・・・杭打工事、土木製品の施工、地盤改良工事等の事業

　　　３　「四半期連結財務諸表作成のための基準となる重要な事項等の変更　会計方針の変更　棚卸資産の評価に関する

会計基準の適用」に記載の通り、当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号）を適用しております。この変更に伴い、従来の方

法によった場合に比べ、当第１四半期連結会計期間における営業利益は「製品事業」が3,203千円減少してお

ります。　　　
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当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　

　
基礎事業
(千円)

コンクリート
二次製品事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する売上高 5,692,4083,693,2629,385,671 ― 9,385,671

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

1,459 ― 1,459 (1,459) ―

計 5,693,8673,693,2629,387,130(1,459)9,385,671

営業利益 238,460 244,483 482,943(322,126)160,817

(注)　１　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

　　　２　各区分の主な内容は、下記のとおりであります。

　　　　　基　　礎　　事　　業　　・・・パイルの販売、杭打工事及び地盤改良工事

　　　　　コンクリート二次製品事業・・・ポール、土木製品等のコンクリート製品の販売、受託試験研究収入及び　　　　　　　　

　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　 土木製品の施工等

　　　３　「四半期連結財務諸表作成のための基準となる重要な事項等の変更　会計方針の変更　工事進行基準の適用及び

材工一式工事の収益認識方法の変更」に記載の通り、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 

平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19

年12月27日）を当第１四半期連結会計期間より適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合

に比べ、当第１四半期連結累計期間における「基礎事業」の売上高は273,124千円増加し、営業利益は24,875

千円増加しております。

　また、「工事契約に関する会計基準」の導入に伴い、会計処理を取引の実態により適合させるため、当第１四

半期連結会計期間に着手した工事契約から、請負工事に使用されるコンクリート杭等の製品についても工事

進行基準又は工事完成基準を適用し、「完成工事高」に含めて計上する方法に変更いたしました。この変更に

伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第１四半期連結累計期間における売上高は「基礎事業」で234,541

千円、「コンクリート二次製品事業」で16,617千円減少し、営業利益は「基礎事業」で32,028千円、「コンク

リート二次製品事業」で3,121千円減少しております。　　　　

　　　４　事業区分の変更

　　　　　　従来、請負工事に使用されるコンクリート杭等の製品は、工場出荷基準を適用し「製品売上高」及び「製品原

価」として計上していたため「製品事業」「工事事業」の２事業区分に分類しておりましたが、これ等の

「製品販売」は工事請負契約の中の製品代金として契約され、代金請求・回収が一体として行われること及

び「製品」と「工事」の収益を一元管理する事業組織を構築したことにより、「工事契約に関する会計基

準」の適用に伴い、会計処理を取引の実態により適合させるため、当第１四半期連結会計期間に着手した工事

契約から、「完成工事高」及び「完成工事原価」に含めて計上する方法に変更いたしました。

　これを機に事業の種類別セグメント区分についても、当社グループの事業管理体制をより適切に表わすた

め、従来の「製品事業」「工事事業」区分ではなく、「基礎事業」「コンクリート二次製品事業」の２事業区

分に変更することにしました。

　　　　　変更後の区分によった場合の事業の種類別セグメント情報は、以下のとおりであります。

 

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　
基礎事業
(千円)

コンクリート
二次製品事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する売上高 6,718,1123,460,77010,178,882 ― 10,178,882

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

712 ― 712 (712) ―

計 6,718,8243,460,77010,179,595(712)10,178,882

営業利益 103,814 288,209 392,023(333,375)58,647
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【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

  海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

  海外売上高がないため、該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

　 456.88円
　

　 　

　 448.77円
　

　
(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結会計期間末 

(平成21年６月30日)
前連結会計年度末 
(平成21年３月31日)

四半期連結貸借対照表の純資産の部の合計額
(千円)

23,049,948 22,668,928

普通株式に係る純資産額(千円) 22,647,667 22,245,748

差額の主な内訳（千円） 
  少数株主持分

402,281 423,180

普通株式の発行済株式数(千株) 51,377 51,377

普通株式の自己株式数(千株) 1,807 1,806

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(千株)

49,569 49,570

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年６月30日)

１株当たり四半期純利益 2.38円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 　　　―
　

１株当たり四半期純利益 2.63円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 　　　―

　

(注)　１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 ２．１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 119,348 130,560

普通株式に係る四半期純利益(千円) 119,348 130,560

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 50,236 49,570

　

(重要な後発事象)

 該当事項はありません。
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２【その他】

平成21年５月28日開催の取締役会において、平成21年３月31日の最終の株主名簿に記載された株主に対

し、次のとおり期末配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額 99,175千円

②　１株当りの金額 ２円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成21年６月11日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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(前年同四半期分)

独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　

平成２０年８月８日

日本コンクリート工業株式会社

取締役会　御中

　

監査法人トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　中　井　新太郎　　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山　田　　　円　　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日

本コンクリート工業株式会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第１四

半期連結累計期間（平成２０年４月１日から平成２０年６月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本コンクリート工業株式会社及び連結子会

社の平成２０年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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(当四半期分)

独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　

平成２１年８月７日

日本コンクリート工業株式会社

取締役会　御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　中　井　新太郎　　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山　田　　　円　　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日

本コンクリート工業株式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第１四

半期連結会計期間（平成２１年４月１日から平成２１年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平

成２１年４月１日から平成２１年６月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対

照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表

に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本コンクリート工業株式会社及び連結子会

社の平成２１年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

　

追記情報

１．「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、従来請負工

事に使用される製品については工場出荷基準を適用し「製品売上高」として会計処理を行っていたが、当

第1四半期連結会計期間に着手した工事から工事進行基準又は工事完成基準を適用し「工事売上高」に含

めて会計処理する方法に変更した。
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２．セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」の「注４　事業区分の変更」に記載のとおり、従

来、事業区分は「製品事業」及び「工事事業」に分類していたが、当第１四半期連結会計期間より、「基礎

事業」及び「コンクリート二次製品事業」に区分変更している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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